


















































5. 事業事前計画表（基本設計時） 

1.  案件名 

キリバス共和国 クリスマス島沿岸漁業振興計画 

2.  要請の背景（協力の必要性･位置付け） 

(1) 上位計画 

キリバス共和国（以下「キ」国という）は、国家開発戦略（2004-2007 年）において、「島嶼間

に存在する経済格差の是正」を基本課題としている。この下で、水産開発計画において、離島部の

クリスマス島において小規模マグロ漁業の育成、漁民からの魚の買い上げの本格的開始とタラワ向

けの水産物の増強により、零細漁業の開発を図り、離島経済を活性化することを計画の基本方針と

している。 

(2) 当該セクターの現状と問題点、協力の必要性 

国営漁業公社（Central Pacific Producers Ltd.：以下、CPPL という）クリスマス支社は 2002 年から

業務拡大のため、離島連絡船による首都のタラワ向け冷凍魚の輸送を開始し、2003 年に 16.5 トン

と輸送数量を増やしている。また、受入側の CPPL タラワ本社は、2003 年に 156 トンの水産物をク

リスマス島を含む離島およびタラワから集荷して販売しているが、この数量ではタラワの需要を満

たすには至っていない。 

CPPL ではタラワの魚の需要に応えるため、漁業資源面で開発余力の大きいクリスマス島からの

冷凍魚の輸送を、5 年後には 74 トンに増強する計画を立てている。しかし、CPPL クリスマスの水

揚・加工処理施設・機材が不十分で且つ老朽化しているため、水産物の加工における品質の確保お

よび冷凍魚の保存に支障をきたしている。このため魚の買い上げも十分に出来ない状態にあり、施

設･機材の整備が課題となっている。 

このような背景のもと、CPPL クリスマスに対する水揚げ場の改修、水産物処理施設の建設及び

関連機材の調達を目的とする無償資金協力が要請された。 

(3) 計画の目的、位置付け 

本計画は、キリバス国の離島であるクリスマス島において、漁船、水産物水揚げ施設、一次加工

保存施設および関連施設、機材を整備することにより、水産物の冷凍品を生産し安定的にタラワに

出荷する体制を構築し、漁民から安定的に漁獲物を買い入れ、同島においては沿岸漁業の振興を図

り、かつ製品の主要受け入れ先となる首都のタラワでは、水産物不足の改善を図ることを目的とす

るものである。 

本計画は、食糧安全保障、輸入削減および離島の産業振興の面においてキリバス国の国家開発計

画に沿うものであり、且つクリスマス島の水産資源の有効利用により漁業振興を図ろうとする漁業

省の水産開発計画の内容に合致するものである。これらの点から、本計画は国家開発計画および水

産開発計画において、重要な位置付けにある。 

（注）国営漁業公社の CPPL 全社を「CPPL」とする。また、CPPL 本社を「CPPL タラワ」とし、

CPPL クリスマス島支社を「CPPL クリスマス」とする。 
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3. プロジェクト全体計画概要  

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

① クリスマス島において、水産物の保存･加工体制及び流通体制を強化し、魚の水揚量･出荷量の

増加を図る。 

② 水産物の受入先となる首都のタラワにおいて、水産物供給不足の改善を図る。 

 

【裨益対象の範囲および規模について】 

① クリスマス島の全世帯の 23％を占める漁家 104 世帯、約 800 人 

② 首都タラワの住民、約 36,700 人   （2000 年統計） 

 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

・クリスマス島に水揚・荷捌施設、加工処理設備・機材等が整備される。 

・クリスマス島における水揚げが増加する。 

・タラワにおける水産物供給不足の改善が図られる。 

 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

・漁獲物の水揚場を改修し、荷捌施設を建築し、加工処理設備･機材を調達する。

・計画施設の運営･維持管理のための要員を配置する。 

・計画投入漁船に関する見返り資金を積み立て、管理する。 

 

(4) 投入（インプット） 

【日本側】 

・無償資金協力 7.39 億円

  

【相手国側】 

・環境影響評価の申請と案件実施の承認の取得 

・計画投入漁船に関する見返り資金の積み立てと管理 

・工事中の代替水揚場の確保 

・改修及び建設予定地の腐食浮桟橋及び漁具倉庫の撤去経費 ： 561 千円 

・電力分岐ボックス、電力計の設置及び電話線の接続経費 ： 881 千円 

・水道分岐ボックスおよび量水器の設置経費 ： 400 千円 

・銀行取極にかかる手数料 ： 900 千円 

 （合 計）  2,742 千円 

 

(5) 実施体制 

主管官庁： 漁業･海洋資源開発省（MFMRD） 

実施機関： 国営漁業公社（CPPL） 
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4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

 「キ」国クリスマス島ロンドン商港・漁港岸壁及び旧商港跡地 

 

(2) 概要  

1）護岸及びスリップウェイの改修 

2）荷捌棟、発電機棟、集会室棟の新設 

3）製氷機、冷蔵施設の調達･据付 

① 新規設置：冷凍庫、製氷機、発電機（60KVA）、浄化槽、水タンク、燃料タンク 

② 既存施設の移設：セミエアブラストフリーザー、発電機（45KVA） 

4）漁船の調達 

KIRI-5 型漁船、船外機等装備品一式付（4 隻） 

5）生産関連機材の調達 

クレーン付トラック、加工台（2 台）、保冷魚箱（10 箱）、チェストフリーザー等（14 種類）

（注）特に数字を示さないものは 1 式または 1 台である。 

 

(3) 相手国負担事項 

・工事中の代替水揚場の確保 

・改修及び建設予定地の腐食浮桟橋及び漁具倉庫の撤去 

・電力分岐ボックス、電力計の設置及び電話線の接続 

・水道分岐ボックスおよび量水器の設置 

・銀行取極にかかる手数料の支払い 

 

(4) 概算事業費 

  概算事業費： 7.41 億円（無償資金協力：7.39 億円、「キ」国側負担：2,742 千円） 

 

(5) 工期 

詳細設計･入札期間を含め約 14 ヶ月（予定） 

 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

荷捌施設からの排水レベルに関し環境面に配慮した設計とする。 
 
5. 外部要因リスク 

 
資源量が激減しない。 
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6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

7. 今後の評価計画 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 
 

指 標 対象機関 現状（2003 年） 2008 年 
回遊魚の水揚比率 CPPL クリスマス 20～30%以下 50% 
魚処理量/日 CPPL クリスマス 200kg 600kg 
魚加工量（原料換算） CPPL クリスマス なし 10 トン/年 
タラワへの冷凍品出荷量 CPPL クリスマス 16.5 トン/年 72 トン/年 

 
(2) その他の成果指標 

特になし 

 

(3) 評価のタイミング 

2008 年以降（施設稼動開始後、2 年経過後） 
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6. 入手資料リスト 

 

番号 名  称 発行機関 発行年 

1 2003 Annual Report Kiritimati Ministry of Fisheries and Marine 
Resource Development 2004 

2 Drawing of Tekokona III Ministry of Fisheries and Marine 
Resource Development 2001 

3 Environment ACT 1999 Ministry of Environment and Social 
Development  2000 

4 Environment Regulations 2001 Ministry of Environment and Social 
Development 2001 

5 National Development Strategies  
2000-2003 

Ministry of Finance and Economic 
Planning 2000 

6 National Development Strategies  
2003-2007 

Ministry of Finance and Economic 
Planning 2003 

7 Kiribati Statistical Yearbook 2002 Ministry of Finance 2002 

8 Report on the 2000 Census of Population Ministry of Finance  2002 

9 Demographic Analysis Report on the 
2000 Census of Population  Ministry of Finance 2004 

10 National Trade Statistics Ministry of Finance  2002 
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